
▲

東京オリンピック・パラリンピックの正式決定を契機に、景観配慮や防災面から無電柱化推進の動きが高まっ
ている。既に無電柱化が進んでいる海外に比べて、日本では東京が７％、大阪５％と大きく立ち遅れている。
今後は法整備をはじめ、作業効率やコストを勘案しながら迅速に進めていくことが必要になる。

▲

道路標識の課題は、歩行者・自転車・高齢者・外国人にも分かりやすい道路案内の提供だろう。業界としては、
今後のニーズに対応していくためにも、標識の専門知識を有する人材を育成し、道路情報と構造物の両方をマ
ネジメントすることが必要だと考えている。

▲

外国人から見た場合、日本には公共機関の正確さや治安の良さなど優れた点が沢山あるが、交通標識や案内板
の表示が日本独自のものでグローバル化されていないという弱点もある。訪日外国人の中には地震未経験者も
多く、地震発生時にパニックを起こす可能性がある。そこで全ての空港や駅で複数の言語を用いた公共交通の
利用方法やマナー、災害対策など「日本の基礎知識」的なパンフレットの配布を提案したい。

▲

国土強靭化政策は、社会資本整備を充実させ国の再建を本格的に行う政策で、ケインズ経済学の流れを組んで
おり、地方の発展も促進させる経済政策として、理にかなっていると言えよう。国土強靭化政策が真の意味で、
実現できるかは、財政支出を拡大しながら公共事業が継続できるかにかかっている。

▲

東京メトロでは、重要ポイント６か所に地震計、さらに３６か所にエリア地震計も設置し、地震対策を実施。高
架橋の橋脚部分も首都直下型地震に備えて全て補強するなどハード対策を推進している。利用客への情報提供
や避難誘導、外国人対応のための多言語表記などソフト対策も重要なポイントと位置付けており、ハード・ソ
フト両面での災害対策を行い、首都圏機能の低下を可能な限り抑えられるように貢献していく。

▲

近年、降雨の局地化・集中化・激甚化が国内だけでなく、海外でも頻発している。大規模災害対策は、過去に
起きた事例から最悪の事態の想定が重要になるが、地震や津波と異なり、洪水は過去事例が少ないだけに未想
定になっている。最大クラスの大雨に対しては、まず地域住民の生命を守り、社会経済に壊滅的な被害を発生
させないソフト対策が重要だ。

▲

国土強靭化政策を進めるには、地方の強靭化がポイントになる。新潟県では、過去の自然災害の経験を生かし、
首都圏での大災害や観光施策を補完する役割を果たしていく。各地域が目指すべきテーマや目標を見据え、多
重に結び合い共存していくことが安全・安心な国民の生活につながっていく。

▲

国土強靭化には、各地域のインフラを充実させ、成長戦略につなげる狙いがある。太平洋側だけでなく、日本
海にも軸を作って、国土を強くしなければならない。拠点都市・地域もたくさん作る必要がある。地方は今こ
そ元気を出すべきだ。

２６日、東京都港区の機械振興会館で「モビリティを活用したまちづくりセミナー
防災・減災に向け、強い国づくりへ」（主催：（一財）国土計画協会、（一社）全国道

路標識・標示業協会、㈱時評社）が開催された。
２０１３年１２月に、首都圏直下型地震や南海トラフ大地震など予想される大災害に対して、強くし
なやかな国土・経済社会システムの構築を目指し、国土強靭化基本法が成立。その後、１４年６月
に国土強靭化基本計画が閣議決定され、地方自治体は各々の地域事情に応じた国土強靭化地域計
画を策定している。国土強靭化には、成長戦略の意味も含まれているため、地方創生に官民一体
となって取り組んでいる地方自治体への一助になればという狙いで、国土強靭化に焦点を当てて、
国や地方自治体、そして企業の「防災・減災」に対する現状と展望について講演してもらった。
講師には、参議院議員（自由民主党国土強靭化総合調査会筆頭副会長）：佐藤信秋氏をはじめ、

国土交通省道路局環境安全課長：池田豊人氏、政治評論家：森田実氏、登壇地方自治体からは新
潟県副知事：花角英世氏、メディアからAFP通信特派員：西村．プペ カリン氏、企業団体から
東京地下鉄常務取締役：村尾公一氏、全国道路標識・標示業協会業務部長：本多茂氏、国土技術
研究センター河川政策グループ総括：横山晴生氏が登壇した。防災・減災、社会インフラ整備と
いう時宜を得たテーマだけに、多くの聴講者が熱心に耳を傾け、会場は熱気に包まれていた。
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「防災・減災に向け、強い国づくりセミナー」「「防防災災・・減減災災にに向向けけ、、強強いい国国づづくくりりセセミミナナーー」」のポイント

各団体、企業のブース
国土強靭化に向けた団体、企業の最新情報が展示され、多くの聴講者が関心を持っていた。
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「防災・減災に向け、強い国づくりセミナー」「「防防災災・・減減災災にに向向けけ、、強強いい国国づづくくりりセセミミナナーー」」のポイント

各団体、企業のブース
国土強靭化に向けた団体、企業の最新情報が展示され、多くの聴講者が関心を持っていた。
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地
震
列
島
と
言
わ
れ
る
日
本
で
は
、

今
後
、
首
都
直
下
地
震
や
南
海
ト
ラ

フ
巨
大
地
震
の
発
生
が
高
い
確
率
で

予
想
さ
れ
て
い
る
。
仮
に
首
都
圏
あ

る
い
は
太
平
洋
側
で
大
地
震
が
発
生

し
た
場
合
、
当
県
が
果
た
す
べ
き
役

割
と
は
何
だ
ろ
う
か－

。
東
日
本
大

震
災
を
振
り
返
る
と
、
震
災
発
生
か

ら
復
旧
ま
で
東
北
自
動
車
道
は
約
２

週
間
、
新
幹
線
や
鉄
道
は
１
カ
月
ほ

ど
時
間
が
か
か
っ
た
。
そ
の
間
、
被

災
地
に
は
、
日
本
海
側
の
新
潟
・
山

形
・
秋
田
各
県
の
港
や
道
路
、
鉄
道

を
通
じ
て
救
援
物
資
や
復
興
資
源
が

届
け
ら
れ
た
。
こ
の
経
験
か
ら
、
当

県
で
は
日
本
全
国
を
縦
横
に
結
ぶ
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
「
格
子
状
骨
格
道

路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の
構
築
を
提
案

し
て
い
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
に
関
し
て
、
当

県
の
強
み
は
、
�
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

地
の
首
都
圏
や
産
出
地
の
極
東
ロ
シ

ア
に
近
い
�
天
然
ガ
ス
の
産
出
地
で

あ
る
�
メ
タ
ン
ハ
イ
ド
レ
ー
ト
な
ど

産
出
の
可
能
性
が
あ
る
�
港
湾
施

設
・
ガ
ス
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
な
ど
エ
ネ

ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
が
充
実
し
て
い
る

�
異
な
る
周
波
数
の
電
力
供
給
元
に

も
な
れ
る－

な
ど
が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。

首
都
直
下
地
震
の
発
災
を
想
定
し
た

場
合
、
当
県
の
強
み
を
生
か
し
た
貢

献
が
で
き
る
が
、
や
は
り
そ
の
た
め

に
も
太
平
洋
側
に
集
中
し
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
施
設
を
日
本
海
側
に
分
散

し
供
給
ラ
イ
ン
を
複
線
化
さ
せ
る
視

点
も
重
要
だ
と
指
摘
し
て
お
き
た
い
。

観
光
立
国
を
目
指
す
わ
が
国
は
、

外
国
人
観
光
客
数
は
、
現
在

１
３
４
０
万
人
の
ラ
イ
ン
ま
で
到
達

し
た
。
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ

ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
開
催
さ
れ
る

２
０
２
０
年
に
は
２
千
万
人
と
い
う

国
家
目
標
を
掲
げ
て
い
る
。
そ
の
場

合
、
首
都
圏
で
の
空
港
や
ホ
テ
ル
、

宿
泊
施
設
の
不
足
も
指
摘
さ
れ
て
い

る
が
、
当
県
で
首
都
圏
の
補
完
的
役

割
が
果
た
せ
る
の
で
は
な
い
か
と
考

え
て
い
る
。新
潟
空
港
は
、中
心
市
街

地
に
非
常
に
近
い
場
所
に
立
地
さ
れ

て
い
る
が
、
新
幹
線
駅
と
直
結
さ
せ

て
、
首
都
圏
の
北
の
ゲ
ー
ト
ウ
エ
イ

機
能
を
果
た
し
て
い
き
た
い
。
さ
ら

に
将
来
的
に
は
、
フ
ェ
リ
ー
タ
ー
ミ

ナ
ル
も
連
結
し
、陸
・
海
・
空
の
総
合

交
通
タ
ー
ミ
ナ
ル
を
目
指
す
構
想
も

昨
年
夏
に
明
ら
か
に
し
た
と
こ
ろ
だ
。

高
速
道
路
は
、
群
馬
県
を
通
じ
て

首
都
圏
と
結
ぶ
関
越
自
動
車
道
、
さ

ら
に
長
野
県
や
富
山
県
を
通
じ
て
近

畿
・
中
部
地
域
と
結
ぶ
上
信
越
自
動

車
道
や
北
陸
自
動
車
道
、
福
島
県
を

通
じ
て
東
北
地
域
と
結
ぶ
磐
越
自
動

車
道
が
完
備
さ
れ
て
い
る
。
た
だ
、

山
形
県
と
つ
な
が
る
日
本
海
東
北
自

動
車
道
だ
け
は
、
４０
㌔
㍍
ほ
ど
未
開

通
の
区
間
（
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
）

が
あ
る
。
こ
の
ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク

の
解
消
が
当
面
の
課
題
と
言
え
る
。

鉄
道
に
関
し
て
は
、
北
陸
新
幹
線

が
金
沢
ま
で
が
開
業
し
た
が
、
当
県

に
も
「
上
越
妙
高
」
と
「
糸
魚
川
」

と
い
う
二
つ
の
駅
が
新
設
さ
れ
た
。

今
後
は
敦
賀
ま
で
当
初
の
計
画
よ
り

３
年
前
倒
し
し
て
２３
年
に
開
業
さ
れ

る
予
定
だ
が
、
日
本
海
国
土
軸
の
形

成
と
い
う
意
味
か
ら
大
阪
ま
で
の
延

伸
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
だ
が
、
現

在
は
ル
ー
ト
も
決
ま
っ
て
い
な
い
の

が
実
情
だ
。
そ
こ
で
、
軌
間
に
合
わ

せ
て
車
輪
の
左
右
間
隔
を
変
更
で
き

る
「
フ
リ
ー
ゲ
ー
ジ
ト
レ
イ
ン
」
の

導
入
を
勧
め
た
い
。実
際
、Ｊ
Ｒ
西
日

本
が
敦
賀
で
フ
リ
ー
ゲ
ー
ジ
ト
レ
イ

ン
の
技
術
的
な
実
験
を
始
め
て
い
る

と
承
知
し
て
い
る
が
、
本
格
開
通
ま

で
の
期
間
も
乗
り
換
え
な
し
で
大
阪

ま
で
行
け
る
の
が
大
き
な
メ
リ
ッ
ト

と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
。
現
実
的
な
選

択
肢
も
視
野
に
入
れ
な
が
ら
利
便
性

の
高
い
交
通
体
系
の
構
築
を
目
指
し

て
も
ら
い
た
い
と
願
っ
て
い
る
。

国
土
の
強
靭
化
を
進
め
る
に
は
、

や
は
り
地
方
の
強
靭
化
が
ポ
イ
ン
ト

に
な
る
。
各
地
域
が
目
指
す
べ
き

テ
ー
マ
や
目
標
を
見
据
え
、強
靭
化

に
努
力
し
た
上
で
、多
重
に
結
び
合

い
共
存
し
て
い
く
こ
と
が
国
土
全
体

の
強
靭
化
に
、安
全
・
安
心
な
国
民
生

活
の
確
保
に
つ
な
が
る
の
で
は
な
い

だ
ろ
う
か
。こ
れ
ま
で
多
く
の
自
然
災

害
に
見
舞
わ
れ
て
き
た
当
県
で
は
、県

民
・
市
民
の
生
命
と
財
産
を
守
る
た

め
に
特
に
防
災
・
減
災
対
策
に
力
を

入
れ
て
き
た
。こ
う
し
た
経
験
を
生

か
し
、首
都
圏
の
補
完
的
役
割
を
し
っ

か
り
と
果
た
し
て
い
く
。そ
の
実
現
の

た
め
に
も
道
路
や
港
湾
、鉄
道
な
ど

イ
ン
フ
ラ
整
備
に
つ
い
て
は
、こ
れ

ま
で
以
上
に
積
極
的
か
つ
戦
略
的
に

推
進
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

昨
年
、
地
方
消
滅
論
が
全
国
に
広

が
っ
た
。
人
口
問
題
や
地
域
の
「
選

択
と
集
中
」
が
う
た
わ
れ
て
い
る
が
、

地
方
消
滅
と
い
う
言
葉
に
踊
ら
さ
れ

て
は
い
け
な
い
。
地
方
は
今
こ
そ
元

気
を
出
す
べ
き
だ
。

私
た
ち
は
、
２
０
１
３
年
１２
月
に

防
災
、
減
災
、
老
朽
化
対
策
を
し
っ

か
り
行
っ
て
、
わ
が
国
を
守
る
た
め

に
国
土
強
靭
化
基
本
法
を
作
っ
た
。

国
土
強
靭
化
に
は
、
各
地
域
の
イ
ン

フ
ラ
を
充
実
さ
せ
、
成
長
戦
略
に
つ

な
げ
て
い
く
狙
い
も
込
め
ら
れ
て
い

る
。
太
平
洋
側
だ
け
で
な
く
て
、
日

本
海
に
も
軸
を
作
っ
て
国
土
を
強
く

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
拠
点
都

市
・
地
域
も
た
く
さ
ん
作
る
必
要
が

あ
る
だ
ろ
う
。

今
、
地
方
創
生
の
議
論
が
さ
れ
て

い
る
が
、
そ
も
そ
も
地
域
に
人
が
い

な
い
と
、
国
土
は
守
れ
な
い
わ
け
で
、

脆
弱
性
を
自
分
た
ち
で
再
認
識
し
て

計
画
を
立
て
て
、
実
行
し
て
も
ら
い

た
い
。
国
土
強
靭
化
地
方
計
画
に
基

づ
い
て
、
地
方
に
雇
用
の
機
会
を

創
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
国
土
強

靭
化
と
い
う
言
葉
に
は
、
内
需
拡
大

と
い
う
意
味
が
含
ま
れ
て
い
る
の
で
、

必
ず
経
済
成
長
に
結
び
つ
く
。

歴
史
を
振
り
返
っ
て
、
日
本
が
ど

う
し
て
こ
れ
だ
け
の
大
国
に
な
れ
た

か
と
い
う
と
、
や
は
り
地
方
が
し
っ

か
り
と
人
材
や
財
源
を
蓄
え
て
近
代

国
家
の
礎
を
築
い
た
か
ら
に
ほ
か
な

ら
な
い
。
具
体
的
に
説
明
す
る
と
、

明
治
時
代
、１
８
８
８
年（
明
治
二
十

年
）
日
本
の
総
人
口
は
約
４
０
０
０

万
人
だ
っ
た
。
当
時
は
、
新
潟
が
国

内
で
最
も
人
口
が
多
か
っ
た
。
東
京

の
人
口
は
１
３
５
万
人
な
の
に
対
し
、

新
潟
・
富
山
・
石
川
・
福
井
の
四
県

で
３
７
５
万
人
、
当
時
の
東
京
の
三

倍
近
く
の
人
口
が
い
た
。
現
在
ど
う

な
っ
た
か
と
言
え
ば
、
全
国
は
三
倍

強
に
増
え
た
が
、四
県
の
人
口
は
一
・

五
倍
に
し
か
増
え
な
か
っ
た
。
一
方
、

東
京
の
人
口
は
一
〇
倍
近
く
ま
で
増

え
た
。
も
う
一
つ
、
税
金
の
流
れ
も

指
摘
し
て
お
こ
う
。
明
治
当
時
、
北

陸
四
県
は
９
％
の
歳
入
が
あ
っ
た
。

一
方
、
東
京
は
わ
ず
か
２
・
５
％
に

す
ぎ
な
か
っ
た
。
つ
ま
り
当
時
は
地

租
な
の
で
、
地
方
に
あ
る
田
ん
ぼ
、

畑
、
山
林
な
ど
か
ら
国
税
を
あ
げ
て
、

鉄
道
や
官
営
の
工
場
な
ど
都
市
イ
ン

フ
ラ
が
構
築
さ
れ
た
。

実
は
、
日
本
の
国
土
は
、
狭
い
よ

う
で
広
い
。
１
億
２
６
０
０
万
人
も

の
人
口
が
い
て
、３８
万
平
方
㌔
、排
他

的
水
域
で
見
る
と
、
世
界
で
６
番
目

の
広
さ
を
誇
っ
て
い
る
。
分
か
り
や

す
く
説
明
す
る
と
、九
州
は
、人
口
・

面
積
・
経
済
力
の
面
で
オ
ラ
ン
ダ
一

国
と
同
じ
。
北
海
道
は
デ
ン
マ
ー
ク
、

関
東
・
東
北
で
フ
ラ
ン
ス
と
同
じ
く

ら
い
。た
だ
し
、面
積
に
つ
い
て
は
中

部
も
含
ま
れ
る
。
こ
う
し
た
例
か
ら

も
日
本
は
大
国
だ
と
わ
か
る
。

だ
が
、
誠
に
残
念
な
話
だ
が
、

１
９
９
０
年
代
か
ら
わ
が
国
の
公
共

事
業
は
削
減
さ
れ
続
け
た
。
９６
年
、

橋
本
内
閣
の
頃
だ
が
、
当
時
、
私
は

国
土
交
通
省
に
い
て
「
公
共
事
業
を

削
る
な
ん
て
と
ん
で
も
な
い
。
日
本

経
済
は
、
デ
フ
レ
に
な
り
ま
す
よ
」

と
主
張
し
た
。
そ
の
時
は
、
消
費
税

も
３
％
か
ら
５
％
に
引
き
上
げ
た
。

間
接
税
を
上
げ
て
、
公
共
事
業
を
削

減
す
れ
ば
デ
フ
レ
に
な
っ
て
し
ま
う

に
決
ま
っ
て
い
る
。
公
共
投
資
を
削

り
続
け
た
の
で
、
民
間
投
資
も
減
っ

て
し
ま
っ
た
。
単
年
度
ベ
ー
ス
で
見

る
と
、
中
国
の
輸
出
バ
ブ
ル
と
重
な

る
１５
年
〜
１９
年
は
例
外
的
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ

が
上
が
っ
て
い
る
が
、
三
年
平
均
で

見
る
と
、
は
っ
き
り
デ
フ
レ
が
示
さ

れ
て
い
る
。
平
成
７
〜
９
年
の
Ｇ
Ｄ

Ｐ
は
５
１
４
兆
円
、
こ
れ
に
対
し
２２

年
〜
２４
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
４
７
６
兆
円

ま
で
落
ち
込
ん
だ
。
建
設
投
資
が
３６

兆
円
減
っ
た
分
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
十
五
年

間
で
ほ
ぼ
同
じ
く
ら
い
の
３７
兆
円
が

減
っ
て
し
ま
っ
た
と
い
う
わ
け
だ
。

建
設
総
投
資
額
を
減
ら
し
た
の
で
、

働
い
て
い
る
人
た
ち
の
賃
金
が
減
っ

た
。
そ
の
た
め
、
地
方
の
建
設
産
業

を
支
え
る
人
た
ち
の
数
も
随
分
減
っ

て
し
ま
っ
た
。
現
在
、
建
設
現
場
に

従
事
し
て
い
る
方
は
約
５
０
０
万
人
。

平
均
年
齢
は
５５
歳
く
ら
い
だ
。
だ
か

ら
、
若
い
人
た
ち
に
も
っ
と
建
設
業

に
入
っ
て
欲
し
い
と
願
っ
て
や
ま
な

い
。
建
設
現
場
に
働
く
人
た
ち
が
全

国
に
い
な
い
と
、
い
ざ
と
い
う
時
の

対
応
も
で
き
な
い
。
東
日
本
大
震
災

の
時
に
、
国
交
省
東
北
地
方
整
備
局

が
「
く
し
の
歯
作
戦
」
を
実
行
。
道

路
を
懸
命
に
切
り
開
き
、
障
害
物
を

取
り
除
い
て
く
れ
た
わ
け
だ
が
、
実

は
現
場
で
担
い
手
と
な
っ
た
の
は
建

設
業
の
人
た
ち
だ
っ
た
。
こ
れ
か
ら

も
政
治
家
と
し
て
、
建
設
現
場
や
地

方
を
支
え
続
け
て
い
く
つ
も
り
だ
。

新潟県副知事

花角英世氏

国土の強靭化の
ために

参議院議員
（自民党国土強靭化総合調査会筆頭副会長）

佐藤信秋氏

国土の再生を考える
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防災・減災に向け、強い国づくりへ～強くしなやかな地域を実現していくために～
セミナーレポート モビリティを活用したまちづくりセミナー
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